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第４次 第５次

6,255 6,255 19,098 19,098

701 総
景観まちづ
くり推進事
業

良好な景観形成を推
進するために附属機
関やアドバイザーを
活用するため

市民
政
策

930

市民ニーズの高ま
り、法制度の整備進
展により、独自条例
から法委任条例に移
行したため、そちら
へ移行。

Ａ

701
景観まちづ
くり推進事
業

景観まちづく
り審議会の開
催

開催件数
（年間）

５回 ６回 917
№７景観計画
推進事業へ

701
景観まちづ
くり推進事
業

景観の実務者
研修等への参
加

研修回数
（年間）

２回 ４回 13
№７景観計画
推進事業へ

701
景観まちづ
くり推進事
業

景観まちづく
り市民団体
（４）へのア
ドバイザーの
派遣

派遣回数
（年間）

４団体×
２回

無し 0
№７景観計画
推進事業へ

701
景観まちづ
くり推進事
業

景観まちづく
りアドバイ
ザーの設置

設置人数 ３人 ３人 0
№７景観計画
推進事業へ

1 総
違反屋外広
告物除却事
業

都市の良好な景観を
維持するとともに、
歩行者等公衆に対す
る危害を防止するた
め

歩行者
等

義
務

1,300
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,300 9
屋外広告物の
許可等事務

現状維
持

なし 維持

1
違反屋外広
告物除却事
業

通報対応や定
期的な巡回に
よる違反屋外
広告物の監
視・撤去作業

実施回数
（年間）

１２回 １９回

通報対応や定
期的な巡回に
よる違反屋外
広告物の監
視・撤去作業

実施回数
（年間）

24回
不
可

必
要

済 済 無 なし
職員による違反是正
指導等も含む。

予算
なし

1
違反屋外広
告物除却事
業

実務者研修等
への参加

研修回数
（年間）

２回 ２回 6
№４屋外広告
物の許可の事
務へ

1
違反屋外広
告物除却事
業

県内一斉除却
キャンペーン
の実施

実施回数
（９月１０
日）

１回 １回 8
県内一斉除却
キャンペーン
の実施

実施回数
（９月１０
日）

１回 4
不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

1
違反屋外広
告物除却事
業

委託業者によ
る違反広告物
の除却・回
収・運搬作業

実施回数
（年間）

４８回 ３７回 832

委託業者によ
る違反広告物
の除却・回
収・運搬作業

実施回数
（年間）

４８回 1,124 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
違反屋外広
告物除却事
業

委託業者によ
る違反広告物
の除却・回
収・運搬作業
（特別景観ま
ちづくり地
区）

実施日数
（年間）

１２０日 １２０回 384

委託業者によ
る違反広告物
の除却・啓発
ﾊﾟﾄﾛｰﾙ（特別
景観まちづく
り地区）

実施日数
（年間）

４４日 141 31 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
違反屋外広
告物除却事
業

簡易除却され
た違反広告物
を廃棄するた
めの告示等の
事務手続

告示回数
（年間）

１２回 １８回

簡易除却され
た違反広告物
を廃棄するた
めの告示等の
事務手続

告示回数
（年間）

１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
違反屋外広
告物除却事
業

違反広告物を
撤去する市民
協力員による
除却作業

実施回数 ６回 １２回 70

違反広告物を
撤去する市民
協力員による
除却作業

実施回数 １２回 31 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

1
違反屋外広
告物除却事
業

市民協力員の
活動アピール
及び研修等の
実施

実施時期
２１年１
月

２１年１
月

市民協力員の
活動アピール
及び研修等の
実施

実施時期 21年9月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課
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6,255 6,255 19,098 19,098
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課

1
違反屋外広
告物除却事
業

（仮称）茅ヶ
崎市屋外広告
物条例制定の
検討

条例原案の作
成

3月 ３月

№９(仮称)茅ヶ
崎市屋外広告
物条例の制定
へ

702 総
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

茅ヶ崎駅北口周辺地
区を特別景観まちづ
くり地区として、具
体的な景観まちづく
り計画を定めるため

駅北口
周辺地
区の地
権者等
事業計
画者

政
策

630

市民ニーズはある
が、景観計画を策定
したことにより、当
初の目的は達成し
た。

Ａ

702
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

特別景観まち
づくり地区標
示板作製設置

作製設置時期
２０年５
月

２０年５
月

630

703 総
景観計画策
定等業務

地域の特性を活かし
た魅力ある景観を守
り、育て、創造し、
良好な景観形成をよ
り一層推進するため

市民
政
策

景観計画等
の策定

1,405

市民ニーズはある
が、景観計画を策定
したことにより、当
初の目的は達成し
た。

Ａ

703
景観計画策
定等業務

景観計画等策
定事業

最終報告書の
策定期限

平成２０
年６月

平成２０
年７月

1,365

703
景観計画策
定等業務

景観計画検討
会議運営

開催件数
（年間）

３回 1回 40

703
景観計画策
定等業務

景観計画策定
にあたっての
環境審議会及
び都市計画審
議会への報告
（諮問）

報告回数
（年間）

各２回 各2回

2 総

景観まちづ
くり条例に
基づく届出
等の受理事
務

一定規模以上の建築
物等について、景観
まちづくり条例に基
づき、良好な景観形
成への誘導を図るた
め

事業計
画者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

2

景観まちづ
くり条例に
基づく届出
等の受理事
務

届出受理事務
届出受理件数
（年間）

５０件 ２７件 届出受理事務
届出の受付日
数

241日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り

24
以
降

・新条例への移行時
の経過措置分の対応
が無くなれば廃止
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

2

景観まちづ
くり条例に
基づく届出
等の受理事
務

審査・交付事
務

審査実施件数
（年間）

５０件 ２７件
審査・交付事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（５件）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り

24
以
降

・新条例への移行時
の経過措置分の対応
が無くなれば廃止
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

2

景観まちづ
くり条例に
基づく届出
等の受理事
務

国・県・市な
どの公共施設
の新増築等に
対する行為の
協議

協議件数
（年間）

１５件 １件
№７景観計画
推進事業へ

3 総

地区計画の
区域内にお
ける行為の
受理事務

地区計画区域内にお
ける建築行為等につ
いて、良好な住環境
の保全とともに、安
全でうるおいのある
住宅地としての発展
を図る

事業計
画者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ #

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

現状維
持

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

維持

3

地区計画の
区域内にお
ける行為の
受理事務

届出受理事務
届出受理件数
（年間）

１００件 ７６件 届出受理事務
届出の受付日
数

241日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

3

地区計画の
区域内にお
ける行為の
受理事務

審査・交付事
務

審査実施件数
（年間）

１００件 ７６件
審査・交付事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（８０
件）

現状維
持

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

4 総
屋外広告物
の許可等の
事務

地域の美観風致の維
持と公衆に対する危
害の防止のため、屋
外広告物を規制する
ため

屋外広
告物設
置者

義
務

12
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 130 9
屋外広告物の
許可等事務

現状維
持

有り 維持
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6,255 6,255 19,098 19,098
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課

4
屋外広告物
の許可等の
事務

申請受付・手
数料徴収事務

申請受付件数
（年間）

１４３件 １８４件
申請受付・手
数料徴収事務

届出の受付日
数

241日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

予算
なし

4
屋外広告物
の許可等の
事務

審査・交付事
務

審査実施件数
（年間）

１４３件 １８４件 12
審査・交付事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（115
件）

110 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
・再任用職員による
対応可能

維持

4
屋外広告物
の許可等の
事務

№１違反屋外
広告物除却事
業から

実務者研修等
への参加

研修回数
（年間）

２回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
特別景観ま
ちづくり推
進事業

茅ヶ崎駅北口周辺地
区を始め特別景観ま
ちづくり地区として
指定した地区の景観
まちづくりのため

特別景
観まち
づくり
地区

政
策

特別景観ま
ちづくり地
区の景観形
成事業

420
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ｂ 2,531 6
特別景観まち
づくり地区の
景観形成事業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
特別景観ま
ちづくり推
進事業

元町新栄町線
の街路樹整備
工事

整備時期
２０年７
月

２０年７
月

420

元町新栄町線
の街路樹整備･
地区標示板設
置工事

整備時期 21年7月 2,531
現状維

持
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
特別景観ま
ちづくり推
進事業

茅ヶ崎駅北口
周辺特別景観
まちづくり推
進会との協働
事業（駅北口
周辺の落書き
消し等の美化
活動）

活動回数
（年間）

１回 無し

茅ヶ崎駅北口
周辺特別景観
まちづくり推
進会との協働
事業（駅北口
周辺の落書き
消し等の美化
活動）

活動回数
（年間）

１回

休・廃
止に向
けて検

討

不
可

不
要

不
可

済 無 有り 22
地元による活動の継
続

予算
なし

6 総

歴史的建造
物等保全活
用事業（協
働推進事
業・市民提
案型）

市内の文化遺産等に
ついて、施設見学や
シンポジウム等を通
して文化遺産の価
値、利活用の方法等
を探るため

茅ヶ崎
の文化
景観を
育む会

政
策

歴史的建造
物等の保
全・活性化
に関する事
業

667
市民の関心、法制度
の充実により、今後
の成果が見込める。

Ｂ 800 4

歴史的建造物
等の保全活用
事業（協働推
進事業・市民
提案型）

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

6

歴史的建造
物等保全活
用事業（協
働推進事
業・市民提
案型）

茅ヶ崎の文化
景観を育む会
との協働事業
運営

シンポジウム
実施時期

２０年９
月

２０年９
月

667

茅ヶ崎の文化
景観を育む会
との協働事業
運営

シンポジウム
実施時期

21年11
月

800
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 22

№14景観資源の指
定業務の候補の抽出
等について協働事業
に追加

増
や
す

7 総
景観計画推
進事業

景観計画の運用によ
る良好な景観の形成

市民
政
策

891
市民の関心、法制度
の充実により、今後
の成果が見込める。

Ｂ 2,125 8

景観計画・景
観条例に基づ
く届出等の受
理事務

未 高 高 高
現状維

持 22
増
や
す

7
景観計画推
進事業

№701景観ま
ちづくり推進
事業から

景観まちづく
り審議会の開
催

開催件数
（年間）

５回 1,035
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
景観計画推
進事業

№701景観ま
ちづくり推進
事業から

景観の実務者
研修等への参
加

研修回数
（年間）

２回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
景観計画推
進事業

№701景観ま
ちづくり推進
事業から

景観まちづく
り市民団体
（４）へのア
ドバイザーの
派遣

派遣回数
（年間）

４団体×
２回

176
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
景観計画推
進事業

№701景観ま
ちづくり推進
事業から

景観まちづく
りアドバイ
ザーの設置

設置人数 ８人 206
不
可

必
要

済
不
可

無 なし

24
以
降

まちづくりセンター
が立ち上がれば、そ
ちらでの対応は可能

増
や
す

7
景観計画推
進事業

景観シンポジ
ウムの開催

開催件数
（年間）

１回

都市部シ
ンポジウ
ムと合同
で1回

12
景観シンポジ
ウムの開催

開催件数
（年間）

１回
不
可

必
要

可 可 無 有り 22 他事業との融合可
予算
なし
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6,255 6,255 19,098 19,098
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課

7
景観計画推
進事業

景観計画ガイ
ドブック等の
作成

策定時期
２０年７
月

２０年７
月

879
景観計画ガイ
ドブック等の
作成

策定時期 21年7月 688
不
可

必
要

可
不
可

無 なし 23
指定がされ周知啓発
すれば事業終了

維持

7
景観計画推
進事業

景観計画に基
づく公共施設
占用許可事前
経由事務

審査実施件数
（年間）

１０件 ３件
№8景観法に基
づく届出等処
理事務へ

7
景観計画推
進事業

（仮称）まち
づくりセン
ター設立の検
討

基礎的な情報
の収集

3月 3月
№13(仮称)ま
ちづくりｾﾝﾀｰ
の調査研究へ

7
景観計画推
進事業

（仮称）まち
づくり基金設
立の検討

基礎的な情報
の収集

3月 3月
№13(仮称)ま
ちづくりｾﾝﾀｰ
の調査研究へ

7
景観計画推
進事業

（仮称）茅ヶ
崎市公共サイ
ンガイドライ
ンの策定

共同研究事業
準備

3月 ３月

№10(仮称)
茅ヶ崎市公共ｻ
ｲﾝｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの
策定へ

7
景観計画推
進事業

相談窓口及び
地域に出向い
ての景観まち
づくり手法の
啓発

説明会等回数
（年間）

１０回 ２回

相談窓口及び
地域に出向い
ての景観まち
づくり手法の
啓発

説明会等回数
（年間）

１０回 可
必
要

可 可 無 有り

24
以
降

まちづくりセンター
が立ち上がれば、そ
ちらでの対応は可能
・再任用による対応
可能

予算
なし

8 総
景観法に基
づく届出等
処理事務

景観法の規定による
届出の受理、協議、
占用許可の審査等を
行う

事業者
公共施
設管理

者

義
務

適切な事務の執行に
より成果が出ている
が、市民の関心、法
制度の充実により、
今後のさらなる成果
が見込める。

Ａ 8

景観計画・景
観条例に基づ
く届出等の受
理事務

現状維
持

維持

8
景観法に基
づく届出等
処理事務

景観法第16条
に基づく届出
受理事務

届出受理件数
（年間）

５０件 ３９件
景観法第16条
に基づく届出
受理事務

届出の受付日
数

241日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用による対応可
能

予算
なし

8
景観法に基
づく届出等
処理事務

景観法第16条
に基づく届出
に係る審査・
交付事務

審査実施件数
（年間）

５０件 ３９件

景観法第16条
に基づく届出
に係る審査・
交付事務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（72
件）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用による対応可
能

維持

8
景観法に基
づく届出等
処理事務

国・県・市な
どの公共施設
の新増築等に
対する行為の
協議

協議件数
（年間）

１５件 ３件

国・県・市な
どの公共施設
の新増築等に
対する行為の
協議

協議件数
（年間）

５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
景観法に基
づく届出等
処理事務

№10景観計画
推進事業から

景観計画に基
づく公共施設
占用許可事前
経由事務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（10
件）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

704 総
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

浜見平地区及び茅ヶ
崎漁港周辺地区を特
別景観まちづくり地
区として、地区の景
観計画を定めるため

地区の
地権者
等事業
計画者

政
策

目標とした期限まで
に事務を行うと共
に、新事業への引き
継ぎをした。

Ａ

704
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

浜見平地区の
特別景観まち
づくり地区指
定の検討

基礎調査、関
係各課との調
整

3月

№12特別景観
まちづくり地
区推進業務(浜
見平地区)へ

704
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

浜見平地区都
市デザインガ
イドラインの
ホームペー
ジ、パンフ
レットによる
周知

開始時期
２０年６
月
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6,255 6,255 19,098 19,098
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課

704
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

浜見平地区都
市デザインガ
イドラインの
運用による建
築行為等に係
る事業者等の
協議

協議回数 １０回

№12特別景観
まちづくり地
区推進業務(浜
見平地区)へ

704
特別景観ま
ちづくり地
区指定業務

茅ヶ崎漁港周
辺地区特別景
観まちづくり
地区指定の検
討

基礎調査、関
係各課との調
整

3月

№11特別景観
まちづくり地
区推進業務
(茅ヶ崎漁港周
辺地区)へ

9 総

(仮称)茅ヶ崎
市屋外広告
物条例の制
定

茅ヶ崎市の特性に応
じた屋外広告物の規
制誘導を図る

広告物
事業者

政
策

(仮称)茅ヶ崎
市屋外広告
物条例の制
定

7,000 2
(仮称)茅ヶ崎市
屋外広告物条
例の制定

未 高 高 高
現状維

持

減
ら
す

9

(仮称)茅ヶ崎
市屋外広告
物条例の制
定

№1違反屋外広
告物除却事業
から

（仮称）茅ヶ
崎市屋外広告
物条例制定の
検討

条例案の県へ
の提出

３月 7,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

10 総

(仮称)茅ヶ崎
市公共サイ
ンガイドラ
インの策定

茅ヶ崎の特性に応じ
た公共サイン整備の
誘導を図る

公共施
設管理

者

政
策

(仮称)茅ヶ崎
市公共サイ
ンガイドラ
インの策定

2,640 3

(仮称)茅ヶ崎市
公共サインガ
イドラインの
策定

未 高 高 高 拡大 維持

10

(仮称)茅ヶ崎
市公共サイ
ンガイドラ
インの策定

№7景観計画推
進事業から

(財)地方自治研
究機構との共
同調査・検討

調査研究報告
書の作成
(22年3月）

報告書完
成

2,640
不
可

必
要

済
不
可

有 なし

自治機構研究機構と
の共同研究終了後そ
れを踏まえたガイド
ライン作成を行う必
要有り。

維持

11 総

特別景観ま
ちづくり地
区推進業務
(茅ヶ崎漁港
周辺地区）

茅ヶ崎漁港周辺地区
の特性に応じた景観
形成

地区の
地権者
等事業
計画者

政
策

特別景観ま
ちづくり地
区の指定
(茅ヶ崎漁港
周辺地区）

1,036 1

特別景観まち
づくり地区推
進業務(茅ヶ崎
漁港周辺地
区）

未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

11

特別景観ま
ちづくり地
区推進業務
(茅ヶ崎漁港
周辺地区）

№704特別景
観まちづくり
地区指定業務
から

茅ヶ崎漁港周
辺地区特別景
観まちづくり
地区指定の検
討

原案の作成 ３月 1,036
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
指定がされ周知啓発
すれば事業終了

減
ら
す

12 総

特別景観ま
ちづくり地
区推進業務
(浜見平地
区）

浜見平地区の特性に
応じた景観形成

地区の
地権者
等事業
計画者

政
策

特別景観ま
ちづくり地
区の指定(浜
見平地区)

1,036 1

特別景観まち
づくり地区推
進業務(浜見平
地区）

未 高 高 高
現状維

持

減
ら
す

12

特別景観ま
ちづくり地
区推進業務
(浜見平地
区）

№704特別景
観まちづくり
地区指定業務
から

浜見平地区の
特別景観まち
づくり地区指
定の検討

原案の作成 ３月 1,036
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
指定がされ周知啓発
すれば事業終了

減
ら
す

12

特別景観ま
ちづくり地
区推進業務
(浜見平地
区）

№704特別景
観まちづくり
地区指定業務
から

浜見平地区都
市デザインガ
イドラインの
運用による建
築行為等に係
る事業者等の
協議

協議回数 １０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総

(仮称)まちづ
くりセン
ターの調査
研究

茅ヶ崎にふさわしい
まちづくり組織につ
いての調査・研究報
告書を作成する

市民・
事業

者・市
民団体

等

政
策

(仮称)まちづ
くりセン
ターの調
査・研究

7
(仮称)まちづく
りセンターの
調査研究

未 高 高 高 拡大
予算
なし

13

(仮称)まちづ
くりセン
ターの調査
研究

№7景観計画推
進事業から

（仮称）まち
づくりセン
ター設立の検
討

具体事例の研
究

3月
不
可

必
要

可
不
可

無 なし 22

設立について、具体
的な実例等の研究の
ための委託による調
査を予算化予定

予算
なし

13

(仮称)まちづ
くりセン
ターの調査
研究

№7景観計画推
進事業から

（仮称）まち
づくり基金設
立の検討

具体事例の研
究

3月
不
可

必
要

可
不
可

無 なし 22

設立について、具体
的な実例等の研究の
ための委託による調
査を予算化予定

予算
なし
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目標値
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活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

景観まちづくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

景観まちづくり課

14 総
景観資源の
指定

景観形成に良好な影
響を与えている樹木
や建築物の保全を図
る

対象物
の所有

者

政
策

景観重要樹
木の指定

500 5
景観重要樹木
の指定

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

14
景観重要樹
木の指定

対象樹木の抽
出・指定

指定本数
(年間)

5本
不
可

必
要

不
可

可 無 有り 22

対象物件の募集及び
選定について、№6
の協働事業と連携す
る予定

増
や
す

14
景観重要樹
木の指定

指定樹木所有
者への助成

補助金交付件
数(年間)

5件 500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す


